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特　集 2019 年経済・金融の論点

要　約

消費税の軽減税率導入が
中小企業に及ぼすリスク

金融調査部　金本 悠希／是枝 俊悟／小林 章子

2019 年 10 月に、消費税率が 10％に引き上げられ、軽減税率が導入さ
れる予定である。消費税率引き上げ ･ 軽減税率導入に関しては、主に、税
率引き上げによる消費の反動減の影響が注目されており、それを回避する
ための様々な施策などが講じられる予定である。これらを考慮すると、消
費税率引き上げ ･ 軽減税率導入は家計には大きな影響を及ぼさないと考え
られる。

一方、事業者については、将来的に特に中小事業者に対して影響が及ぶ
可能性がある。税率引き上げの４年後の 2023 年 10 月に導入される「イ
ンボイス制度」により、消費税が免税されている事業者（売上高 1,000 万
円以下）からの仕入が不利に扱われ、企業間取引から排除される恐れがあ
るためである。影響を受ける中小事業者は 513 万者に上ると推計されてお
り、特に零細企業の多い地方経済に与える影響は小さくないと予想される。

このような問題を踏まえ、インボイス制度の導入に対する事業者の準備
状況や事業者取引への影響の可能性を検証し、必要な場合は一定の措置を
講ずる余地が制度上設けられており、今後の議論に注目する必要がある。

１章　はじめに
２章　消費税の構造
３章　消費税率引き上げと軽減税率の導入
４章　事業者への影響
５章　その他の激変緩和措置
６章　家計への影響
７章　最後に
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１章　はじめに
2019 年 10 月に、消費税率が 10％に引き上げ

られ、軽減税率が導入される予定である。消費税
率引き上げ ･ 軽減税率導入に関しては、主に、税
率引き上げによる消費の反動減の影響や、それを
回避するための様々な施策、あるいは軽減税率が
適用される対象の線引きなどが議論されている。

そのうち、事業者に与える影響については、主
に、小売店などが軽減税率の対象となる品目と対
象とならない品目を扱う場合の業務負担が議論さ
れている。しかし、より深刻なのは、軽減税率が
開始された後、将来導入予定のいわゆる「インボ
イス制度」（適格請求書等保存方式）により、中
小事業者が企業間取引に支障が生じ、経営が悪化
する恐れである。しかし、この問題については、
まだあまり知られていないように思われる。

以下、まず、消費税の構造と税率引き上げ ･ 軽
減税率導入について確認する。次に、インボイス
制度が事業者に与える影響について検討する。次
に、消費税率引き上げ等に伴う激変緩和措置につ
いて確認した上で、消費税率引き上げ等による家
計への影響についても検証する。

２章　消費税の構造
１．消費税の構造

事業者が、国内で対価を得て資産の譲渡 ･ 貸付
や役務の提供を行う場合、原則として消費税が課
される。事業者が納付する消費税の額は、売上に
係る税額から仕入に係る税額を控除した額である

（仕入に係る税額を控除することを「仕入税額控
除」と呼ぶ）。例えば、税率を 10％として、卸売
業者Ｘが 1,100 円（1,000 円＋ 100 円（消費税））
で仕入れた資産を小売業者Ｙに 2,200 円（2,000
円＋ 200 円（消費税））で販売した場合、卸売業
者Ｘは、売上に係る税額 200 円から仕入に係る
税額 100 円を控除した額（100 円）を納税する
ことになる（図表１参照）。

なお、図表１のように、各事業者の納税額の合
計額（100 円＋ 100 円＋ 200 円）は、消費者が
支払う消費税額（400 円）と同額である。このよ
うに、消費税を税務署に納付するのは事業者だが、
消費税を経済的に負担しているのは消費者という
関係にある。

２．「益税」の発生

消費税に関して、事業者の納税事務負担を軽減

製造業者Ｗ 消費者Ｚ

税務署

1,000円
＋100円（税）

100円 200円（＝400円－200円）

卸売業者Ｘ 小売業者Ｙ

100円（＝200円－100円）

2,000円
＋200円（税）

4,000円
＋400円（税）

図表１　消費税の構造

（出所）大和総研作成
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するため、次の二つの措置が設けられている。一
つは、売上高が 1,000 万円以下の事業者は、課
税事業者となることを選択しない限り、消費税を
納付する必要がない免税事業者となる「事業者免
税点制度」である。もう一つは、売上高が 5,000
万円以下の事業者は、売上高の一定割合（みなし
仕入率）を仕入高とみなして、納付する消費税額
を計算することを選択できる「簡易課税制度」で
ある。これらの制度は、本来納付すべき消費税額
が事業者の手元に残る「益税」を発生させている。

まず、事業者免税点制度について図表１の例で
説明すると、卸売業者Ｘは課税事業者であれば
100 円を納税しなければならないが、免税事業者
であれば納税が免除されるため、小売業者Ｙへの
販売価格が同じ 2,200 円であれば 100 円が手元
に残ることになる。

次に、簡易課税制度については次のような理由
で益税が発生する。簡易課税制度のみなし仕入率
は事業の内容に応じて 40％～ 90％と定められて
おり、卸売業の場合は 90％とされている。図表
１の例で説明すると、卸売業者Ｘが小売業者Ｙか
ら売上に係る税額として 200 円受け取り、製造
業者Ｗに消費税相当として 100 円払っていたと
すると、手元に 100 円残る。この場合に卸売業
者Ｘが簡易課税制度を選択すれば、売上に係る税
額 200 円に 90％をかけて得られた 180 円が仕入
に係る税額となり、納付税額は 20 円（＝ 200 円
－ 180 円）で済むため、差額の 80 円が卸売業者
Ｘの手元に残ることになる。

1）週２回以上発行されるものが対象。インターネットで配信されるものは対象外。
2）国税庁ウェブサイト（消費税 軽減税率制度 Ｑ＆Ａ） 
（https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/zeimokubetsu/shohi/keigenzeiritsu//02.htm）参照。

３章　消費税率引き上げと軽減税
率の導入

１．消費税率引き上げと軽減税率の導入
2019 年 10 月１日に、消費税の標準税率が

10％に引き上げられ、酒類 ･ 外食を除く飲食料
品および定期購読している新聞 1 に対しては８％
の軽減税率が適用される予定である。

軽減税率の適用対象について、飲食料品のうち
外食が除外されており、例えば牛丼屋のテイクア
ウト、そば屋の出前、ピザ屋の宅配、コンビニの
弁当 ･ 惣菜は軽減税率が適用される一方、牛丼屋
･ ピザ屋の店内飲食、コンビニのイートインコー
ナーでの飲食や、ケータリングは軽減税率が適用
されない。また、酒類が軽減税率の適用対象から
除外されており、酒類に該当する本みりんは軽減
税率が適用されない一方、ノンアルコールビール
は軽減税率が適用される。しかし、実際には軽減
税率の適用対象か否かの判断に迷うケースも想定
されるため、国税庁がＱ＆Ａを公表して明確化を
図っている 2。

２．区分記載請求書等保存方式の導入
（2019年10月）

現行法では、前述の仕入税額控除が認められる
ための要件として、仕入取引に関する請求書に、
①請求書発行者の氏名又は名称、②取引年月日、
③取引の内容、④対価の額、⑤請求書受領者の氏
名又は名称――が記載されていることが求められ
る。

2019 年 10 月１日以後は、軽減税率導入に対
応するため、請求書の記載事項が拡張される。具
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体的には、請求書に、上記に加えて、⑥取引内容
が軽減税率の対象品目である場合はその旨、⑦税
率ごとに合計した税込対価の額、も記載されてい
ることが仕入税額控除の要件として求められる。
仕入税額控除の要件としてこのような請求書（「区
分記載請求書」）を保存することが求められる方
式は「区分記載請求書等保存方式」と呼ばれ、後
述のインボイス制度の導入日の前日である 2023
年９月 30 日まで適用される。

上記の⑥の軽減税率の対象品目である旨は、例
えば、請求書上で軽減税率対象品目に「※」等の
記号を記載した上で、記号が軽減税率対象品目で
あることを明記するという方法も認められる。ま
た、⑦の税率ごとに合計した税込対価の額は、例
えば「10％対象 22,000 円」「８％対象 21,600 円」
のように記載することが求められる 3。

区分記載請求書等保存方式では、請求書に上記
の事項を追記することの負担を軽減する特例が認
められている。具体的には、請求書を発行した事
業者が請求書にこれらの項目を記載していない場
合、請求書を受領した事業者の方が、取引の事実
に基づいてこれらの項目を請求書に追記すること
ができる。

また、区分記載請求書等保存方式においては、

3）免税事業者は、（消費税を納税していない場合でも）上記のように記載することが認められる。

売上または仕入を軽減税率と標準税率に区分し
て管理することが困難な中小事業者（売上高が
5,000 万円以下）に対して、売上税額または仕入
税額を簡便的に計算する特例も認められる。

まず、売上を税率ごとに区分することが困難な
中小事業者は、2019 年 10 月１日から 23 年９月
30 日までの期間において、売上の一定割合（軽
減税率売上割合）を軽減税率の対象売上として売
上税額を計算することができる（図表２参照）。

次に、仕入税額の計算の特例として、仕入を
税率ごとに区分することが困難な中小事業者は、
2019 年 10 月１日から 20 年９月 30 日まで、次
のような扱いが認められる。

①�売上を税率ごとに管理できる卸売業 ･ 小売業
を営む中小事業者は、売上における軽減税率
対象品目の割合を、仕入における軽減税率対
象品目の割合とみなして仕入税額を計算す
ることができる（簡易課税制度を適用してい
ないことが必要）。

②�本来、事前に届出が必要な簡易課税制度につ
いて、課税期間中に届出をすることが認めら
れる（①を適用する者以外が適用可能）。

図表２　売上税額の計算の特例
軽減税率売上割合

①�仕入を税率ごとに管理できる卸売業･
小売業を営む中小事業者（※1）

軽減税率対象品目の仕入総額
仕入総額

②①以外の中小事業者 通常の連続する10営業日の軽減税率対象品目の売上総額
通常の連続する10営業日の売上総額

③�①②の割合の計算が困難な中小事業者
（※2）

50
100

（※1）簡易課税制度を適用しない中小事業者に限る
（※2）主に軽減税率対象品目を販売する事業者が対象
（出所）法令を基に大和総研作成
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３．インボイス制度（適格請求書等保存
方式）の導入（2023年10月）

2023 年 10 月１日以後は、区分記載請求書等
保存方式に代わり、仕入税額控除の要件として、
インボイスと呼ばれる「適格請求書（または適格
簡易請求書）」を保存することが求められる。こ
れはインボイス制度（適格請求書等保存方式）と
呼ばれる。インボイス制度のポイントは、適格請
求書を発行できるのは、税務署長に申請して登録
を受けた課税事業者に限られることである。その
ため、免税事業者は適格請求書を発行できず、免
税事業者からの仕入には仕入税額控除が適用され
ないこととなる。

適格請求書の記載事項には、区分記載請求書の
記載事項に、①課税事業者の登録番号、②消費税
額が追加される（図表３参照）。

上記の①課税事業者の登録番号は、法人番号を

有する課税事業者の場合、「Ｔ＋法人番号」とさ
れる。それ以外の課税事業者（個人事業者、人格
のない社団等）の場合、「Ｔ＋ 13 桁の数字」とされ、
13 桁の数字は、マイナンバー（個人番号）は用
いず、法人番号とも重複しない事業者ごとの番号
である。

上記の②消費税額の記載も求められ、税率ごと
に合計した対価の額（税抜き又は税込み）と適用
税率と併せて、例えば「10％対象 22,000 円　
消費税 2,000 円」「８％対象 21,600 円　消費税
1,600 円」のように記載することとなる。

一方、不特定多数の者に対して販売等を行う、
小売業、飲食店業、タクシー業等については、記
載事項を簡易なものとした「適格簡易請求書」の
発行が認められており、請求書受領者の氏名また
は名称は記載が不要である。

適格請求書を保存していることが仕入税額控除
の要件とされるため、適格請求書には次のような

請求書
○○御中

…
…

現行制度
区分記載請求書

（2019年10月～）
適格請求書

（2023年10月～）

○○御中○○御中
請求書 請求書

△△(株)

11月分
11/1～30

21,600円（税込）
牛肉２kg　5,400円

合計 21,600円

△△(株)

△△(株)　登録番号 T1234…

11月分　21,800円（税込）
11/1　牛肉２kg ※
11/8　割りばし４箱

…
…

…
…

合計 21,800円

（10％対象　11,000円）
（ ８％対象　10,800円）

注) ※印は軽減税率(８%)適用商品

5,400円
5,500円

11月分　20,000円（本体）
11/1　牛肉２kg ※
11/8　割りばし４箱

注) ※印は軽減税率(８%)適用商品

5,000円
5,000円

合計
消費税

20,000円
1,800円

（10％対象　10,000円
　　　　　消費税　1,000円）

（ ８％対象　10,000円
　　　　　消費税　　800円）

図表３　区分記載請求書と適格請求書の記載項目

（出所）財務省「消費税の軽減税率制度」を基に大和総研作成
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規制が課される。適格請求書発行事業者は、原則
として、取引の相手方（課税事業者に限る）の求
めに応じて、適格請求書を交付する義務が課され
る。また、適格請求書発行事業者は虚偽の記載を
した適格請求書を交付した場合は罰則が科せられ
る。一方、適格請求書発行事業者の登録を受けて
いない事業者が、適格請求書と誤認される恐れの
ある書類を交付した場合は罰則が科せられる。

インボイス制度においては、免税事業者からの
仕入には仕入税額控除が適用されないこととな
る。ただし、経過措置として、インボイス制度導
入から６年間は、免税事業者からの仕入について
も一定限度で仕入税額控除が認められる。具体的
には、区分記載請求書と同様の事項が記載された
請求書を保存し、帳簿に経過措置の適用を受け
る旨が記載されている場合は、2023 年 10 月１
日から 26 年９月 30 日までは仕入税額相当額の
80％、2026 年 10 月１日から 29 年９月 30 日ま
では仕入税額相当額の 50％を仕入税額として控
除できる。

４章　事業者への影響
１．事業者の業務への影響

消費税率引き上げおよび軽減税率の導入は、事
業者に対して、次のような影響を与えると考えら
れる。

事業者の業務に関しては、商品が標準税率の対
象か軽減税率の対象かを把握しなければならな
い。３章で説明したように、複数税率に対応した
請求書の作成が必要になるため、複数税率に対応
したレジを導入することも必要になるだろう。販
売業務に限らず、税率が複数になることにより経
理業務等の事務処理が複雑化するため、業務の効

率化のためのＩＴ化が促されると予想される。
複数税率への対応が必要となるため、政府は中

小企業 ･ 小規模事業者に対して、複数税率対応レ
ジの導入や、受発注システムの改修等を行う場合
に、その経費の一部を補助する「軽減税率対策補
助金」制度を設けている。

また、後述のように、本稿執筆時点では、税率
引き上げによる消費の減少を防ぐため、中小企業
からキャッシュレス決済で商品・サービスを購入
した場合、購入額の一定割合をポイント等で還元
することが議論されている。これが実現されれば、
中小事業者においても取引のキャッシュレス化が
進むと予想される。

２．事業者の経営への影響

事業者の経営に関しては、税率引き上げにより、
消費者が商品の購入をためらい、収益が悪化する
懸念がある。特に、消費税転嫁対策特別措置法の
適用終了により、2021 年４月１日以後は税抜き
価格の表示が認められなくなる。そのため、それ
まで税抜き価格で表示していた事業者について
は、消費者は増税の負担感が強く、購入をためら
う可能性がある。

さらに、インボイス制度が導入される 2023 年
10 月１日以降は、特に免税事業者の経営への影
響が懸念される。３章で述べたように、インボイ
ス制度の下では、事業者が免税事業者から仕入を
行った場合、その仕入に対しては仕入税額控除が
適用されず、納税額が増加する。例えば、前掲の
図表１で、卸売業者Ｘから仕入を行う小売業者
Ｙの納税額は、卸売業者Ｘが課税事業者の場合、
200 円（＝ 400 円－ 200 円）である。一方、卸
売業者Ｘが免税事業者だった場合、仕入税額控除
が適用されないため、小売業者Ｙの納税額は 400
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円（＝ 400 円－０円）となり、納税額が 200 円
増加することになる（図表４参照）4。そのため、
事業者は免税事業者からの仕入を回避しようとす
る可能性が考えられる。

その結果、免税事業者は事業者間取引から排除
され、経営悪化に直面することが懸念される。財
務省の推計（2015 年時点）によると、課税事業
者数と免税事業者数は、前者が 310 万者（個人
116 万者、法人 195 万社）であるのに対し、後
者は免税事業者 513 万者（個人 435 万者、法人
77 万社）とされており 5、免税事業者の経営の悪
化は、特に零細企業の多い地方経済に対する影響
は小さくないと思われる。

このような影響を緩和するため、前述のように、
免税事業者からの仕入についても、2023 年 10
月１日から６年間は一定割合（当初３年は 80％、
後の３年は 50％）まで仕入税額控除が認められ
ることとなる。しかし、全額が認められるわけで

4）免税事業である卸売業者Ｘが小売業者Ｙへの販売価格を 2,200 円から 2,000 円に減額すれば、小売業者Ｙは納
税額の増加 200 円分を仕入額の削減で取り戻せるが、卸売業者Ｘの利益は 200 円減少する。卸売業者Ｘが仮に仕
入に係る消費税 100 円分を転嫁し 2,100 円で小売業者Ｙに売却した場合、小売業者Ｙは、消費税の増加 200 円の
うち 100 円分しか仕入額の減少で取り戻せず、課税事業者と取引するより 100 円コスト増となる。

5）「平成 28 年度　与党税制改正大綱　参考資料②－２（軽減税率制度関係参考資料）」参照。
6）免税事業者の対応として、仕入税額控除が認められないことによる負担増（上記の例で小売業者Ｙの納税額の

200 円増加）を自ら負担することも考えられるが、免税事業者自身の利益が減少することとなる。
7）財務省は、免税事業者が課税事業者に転換して納税を行うことにより、2,000 億円の税収増加を見込んでいると

報じられている（2018 年 10 月 27 日付 日本経済新聞電子版）。
8）所得税法等の一部を改正する法律（平成 28 年法律第 15 号）附則第 171 条第２項。

はないため、依然として、免税事業者からの仕入
が回避される懸念がある。売上高が 1,000 万円
以下の事業者であっても課税事業者になることは
認められるため、上記のような事態を回避するた
め、免税事業者の中には課税事業者に転換するこ
とを選択する者も現れると予想される 6。ただし、
課税事業者に転換すれば、それまで益税として手
元に残っていた利益相当額を納税する必要が生
じ 7、利益が減少することとなる。

このようにインボイス制度は、免税事業者の経
営に影響を与えると予想されるため、軽減税率制
度の導入後３年以内をめどに、インボイス制度の
導入に係る事業者の準備状況および事業者取引へ
の影響の可能性などを検証し、必要な場合には一
定の措置を講ずることとされている 8。

製造業者W 消費者Ｚ

税務署

1,000円
＋100円（税）

100円 400円（仕入税額控除なし）

卸売業者X
（免税事業者） 小売業者Ｙ

2,200円
4,000円

＋400円（税）

図表４　適格請求書等保存方式の導入による影響

（出所）大和総研作成
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５章　その他の激変緩和措置
消費税率引き上げによる経済への影響を緩和す

るための措置として、住宅や自動車関係の減税拡
大や、低所得者対策としての給付金などを導入す
ることが決定している（図表５）。

また、本稿執筆時点では未確定だが、追加の対
策案として、①低所得者・子育て世帯向けプレミ
アム付き商品券の発行・販売、②マイナンバーカー
ドを活用したプレミアムポイント、③キャッシュ
レス決済を利用したポイント還元、④大型耐久消
費財（自動車・住宅）の購入者に対する税制・予
算措置――等が検討されている 9。

9）経済財政諮問会議、未来投資会議、まち・ひと・しごと創生会議、規制改革推進会議　合同会議「経済政策の方
向性に関する中間整理」（2018 年 11 月 26 日）参照。

６章　家計への影響
１．消費税率引き上げによる物価の押し
上げ効果

消費税率の引き上げは、商品やサービス価格へ
の転嫁を通じて物価を押し上げる。ただし、消費
税には現行制度においても非課税品目（住宅の家
賃や、学校の授業料、医療費、介護利用料など）
があり、かつ、2019 年 10 月からは軽減税率（税
率８％）適用品目（酒類 ･ 外食を除く飲食料品お
よび新聞）も設けられ、これらの品目は消費税率
引き上げの影響を直接受けない。

この点を考慮すると、2014 年４月に消費税率
を５％から８％に引き上げた際の物価押し上げ効
果は、総務省・内閣府・日本銀行などにより 2.0％

図表５　激変緩和措置
項目 内容 適用期間

住宅関係

住宅ローン減税（住宅借入
金等特別控除）

住宅取得・増改築のためのローンについて、10年間
の税額控除を受けられる制度の適用期間を延長 ～2021年12月31日

住宅取得等資金の贈与税非
課税特例 税率10％の場合、非課税枠を最大3,000万円に拡大 2019年４月１日

～2021年12月31日

住宅取得等資金の相続時精
算課税制度の特例 特例の年齢要件を緩和する制度の適用期間を延長 ～2021年12月31日

請負工事等に係る経過措置 引き上げ前の税率（８％）を適用 ～2019年３月31日

すまい給付金 税率10％の場合、給付基礎額を拡充 2019年10月１日
～2021年12月31日

自動車関係
自動車取得税 廃止 2019年10月１日～

（軽）自動車税 環境性能割（燃費基準に応じた軽減措置、税率の傾斜
大・非課税の範囲の拡大）の導入 2019年10月１日～

低所得者対策
年金生活者支援給付金 税率10％の場合、住民税非課税世帯に対して月額

5,000円を支給 2019年10月１日～

介護保険料 税率10％の場合、第１号被保険者（65歳以上）のうち
住民税非課税世帯に対する負担軽減を強化（完全実施） 2019年10月１日～

（注）�上記は本稿執筆時点で確定しているもの。本稿執筆時点で未確定だが、上記の他、住宅ローン減税の減税期間の延長などが議論され
ている

（出所）大和総研作成
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～ 2.1％ pt 程度（税率１％ pt 当たり 0.7％ pt 程
度）であったと推計されている。来る 2019 年
10 月の消費税率引き上げ時の物価押し上げ効果
は、大和総研では 1.0％ pt 程度（税率１％ pt 当
たり 0.5％ pt 程度）と試算している 10。

なお、2019 年 10 月に予定されている「幼児
教育の無償化」により、３～５歳児にかかる幼稚
園や保育園の保育料が大幅に引き下げられる予定
であり、大和総研では幼児教育の無償化も考慮す
ると消費税率引き上げ時の物価押し上げ効果は
0.3％ pt 程度にとどまるものと試算している 11。
もっとも、幼児教育無償化により恩恵を受ける世
帯は３～５歳児のいる約 280 万世帯にとどまる
見込みであり 12、ほとんどの家計は 1.0％ pt 程度
の物価上昇に直面するものと考えられる。

10）長内智「消費増税と原油高でデフレ脱却とインフレ目標はどうなる？」（2018 年 10 月 18 日、大和総研レポート）
を参照。

11）10）に同じ。
12）田中大介・是枝俊悟「幼児教育無償化による家計への影響試算」（2018 年 11 月７日、大和総研レポート）を参照。
13）是枝俊悟「賃上げは増税・物価上昇に追いついてきたか」（2018 年３月 28 日、大和総研レポート）を参照。

２．消費増税による物価上昇が家計に及
ぼすインパクト

消費税増税による物価上昇は、家計の実質可処
分所得を押し下げる効果がある。しかし、実質可
処分所得は消費税に限らず、賃金や所得税・社会
保険料など様々な要因により変動する。実質可処
分所得について、大和総研が現役世代から５つの
モデル世帯を設定し、2011 年から 17 年までの
実績を試算したものが図表６である 13。

2011 年から 14 年にかけては、消費税率引き
上げに加え、子ども手当の整理・縮小などが行わ
れていたのに対し、世帯所得の伸びが緩やかなも
のにとどまっていたため、実質可処分所得は減少
傾向となっていた。

94

95

96

97

98

99

100

101

102

103

104

2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017

①20～24歳
単身男性
②20～24歳
単身女性
③30～34歳
４人世帯
④40～44歳
４人世帯
⑤50～54歳
４人世帯

（暦年）

図表６　モデル世帯別の実質可処分所得の推移（2011年＝100とした指数）

（出所）大和総研試算
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これに対し、2015 年から 17 年にかけては、
平均的な所得の世帯に対して負担増を求める制度
変更は特段行われておらず、世帯所得が物価上昇
率を上回る伸びを見せていたため、実質可処分所
得は増加傾向にあった。

20 歳代・30 歳代・50 歳代の世帯においては、
2019 年 10 月の消費税率引き上げによる 1.0％
の実質可処分所得の減少は、１年分の賃金上昇が
相殺される程度の負担増にとどまり、家計に大き
な影響を及ぼさないものと考えられる。

他方、40 歳代の世帯では、近年、賃金が伸び
悩んでおり、2019 年 10 月の消費税率引き上げ
の影響が相対的に大きく感じられるかもしれな
い。もし、消費税率引き上げ時の消費への影響を
抑えたいのであれば、予算措置の対象は主に世帯
主が 40 歳代の世帯とする方策を検討すべきだろ
う。

７章　最後に
以上指摘したように、2019 年 10 月の消費税

率の引き上げが家計に与える影響は大きくないと
考えられる。加えて、消費の反動減を防ぐための
様々な施策も講じられる見込みである。

一方で、2023 年 10 月のインボイス制度の導
入により、免税事業者の経営に悪影響が及び、特
に零細企業の多い地方経済に対する影響は小さく
ないと思われる。そのため、制度上も、2021 年
までをめどに、事業者の準備状況や事業者取引へ
の影響の可能性などを検証し、必要な場合には一
定の措置を講ずることとされている。

今後、インボイス制度を予定通り導入するか議
論が活発化する可能性があり、議論の動向に注目
する必要がある。
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